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第６期障がい福祉計画の改定について 

 １ 第６期計画の達成状況                      

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 

① 施設入所者の地域生活への移行数 

福祉施設入所者の地域生活への移行については、令和５年度末までに１人の移行が見

込まれているのみになっており、入所者の 9割以上が区分 5以上障がい程度区分が重

度であるなど、地域移行への達成は難しい状況にあると推測されます。 

                       

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

全入所者数 
   72 人 ※令和2年3月31日の施設入所者数 

【目標値】 

 ４ 人  令和５年度末時点の施設入所からグループホーム
等へ地域移行する入所者数（割合については地域

生活移行者数を全入所者数で除したもの） 

※北海道からの目標値は２．４％以上 ５.6 ％  

【達成状況】 

１ 人  
令和５年度末時点での地域生活移行者見込数（割

合については地域生活移行者数を全入所者数で

除したもの） １．４ ％  
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② 施設入所者の減少見込み数 

福祉施設入所者数については、令和５年度末時点で６７人となる見込みであり、減少

率は 6.9％となり、目標値に達成する見込みです。 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

全入所者数 
   72 人 ※令和2年3月31日の施設入所者数 

【目標値】 

４ 人  ※差引減少見込み数 

※割合については削減見込人数を入所者で除した

もの ５．６ ％  

【達成状況】 

５ 人  ※差引減少見込み数 

※割合については削減見込人数を入所者で除した

もの ６．９ ％  

（２）福祉施設から一般就労への移行 

① 一般就労移行者数 

令和４年度末時点で、一般就労への移行者数は１１人となっており、令和５年度末で

は１３名と目標値に近くなる見込みです。 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 12 人 
令和元年度において福祉施設を退所し、一般就労した

者の数 

【目標値】 

1５ 人 ※令和５年度において福祉施設を退所し、一般就労した者

の数 

※北海道からの目標値は1.27倍以上 1.25倍 

【達成状況】 

 13 人 ※令和５年度において福祉施設を退所し、一般就労した者

の数 

※北海道からの目標値は1.27倍以上  1.09倍 
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② 就労移行支援事業所利用者数 

令和４年度末時点で、就労移行支援事業所の利用者数は、23 人となっており、令和

５年度末では目標値を下回る見込みですが、利用者数は増加傾向となっています。 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 30 人 ※令和2年3月の就労移行支援事業所利用者数 

【目標値】 ３８ 人 ※令和５年３月の就労移行支援事業所利用者数 

【達成状況】 ２３ 人 ※令和５年３月の就労移行支援事業所利用者見込数 

※見込み数は、令和 5年 6月を基準月として算出 

（３）地域生活支援拠点等の整備数 

① 障がいのある人の高齢化や重度化、８０５０問題への対応を見すえ、地域全体で支

える中核としての役割を担う体制を整備します。 

項 目 数 値 備    考 

【目 標 値】 １か所  
※令和５年度末時点における地域生活支援拠点等

の整備予定数 

【達成状況】 0か所  ※令和 5年度末時点の見込数 

 

② 地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた検証及び検討を行います。 

区  分 令和元年度 
※参考値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

検討の場の実施 

回数 
１回  ０回 ３回 3回 
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（４）各種研修への参加の支援 

① 北海道が実施する研修等への参加を支援します。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支援した研修などの 

回数 

【目標値】  ０回 １０回 １０回 

【実績値】  ０回 １６回 １６回 

※令和５年度は実績からの見込数 
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（５）指定障害福祉サービス 

① 居住系サービス量の見込                               

共同生活援助、施設入所支援の利用実績は、ともにほぼ横ばいで推移しています。 

 （単位：人分）               

サービス体系 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 ０ (1) 0 (1) 0 (1) 

共同生活援助 １４２ (１３５) 148 (１４０) 148 (１４５) 

施設入所支援 ６７ (7０) 67 (６９) 67 (６８) 

全  体 ２０９ (２０６) 215 (２１０) 215 (２１４) 

  ※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

 ※令和５年度の見込み数は、令和５年６月を基準月として算出 

 ※サービスの内容については１４ページを参照 

② 訪問系サービス量の見込   

訪問系サービスの利用実績は、各サービスともに年度通じて、概ね増加傾向で推移して

います。 

                        （単位：時間分／月）  

サービス体系 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護 2,131 （1,780） 2,472 （1,800） 2,198 （1,820） 

重度訪問介護 1,427 （1,200） 1,373 （1,600） 1,439 （1,600） 

行動援護 ６２６ （７０２） 885 （７２０） 885 （７２０） 

重度障害者等包括支援 ０ （10） 0 （15） 0 （２０） 

同行援護  ４６ （２４） 37 （２８） 55 （32） 

全  体 4,23０ （3,716） 4,767 （4,163） 4,577 （4,192） 

 ※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

 ※令和５年度の見込み数は、令和５年 6月を基準月として算出 

 ※サービスの内容については１５ページを参照 
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③-1 日中活動系サービス量の見込≪全体≫        

日中活動系サービスの利用実績においては、就労系のサービスは、横ばいまたは増加傾向

で推移しています。特に就労継続支援（B型）が増加しております。 

               （単位：人分）  

サービス体系 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 １５７ （１６０） 160 （１６０） 158 （１６０） 

自立訓練(機能訓練) ０ （1） 0 （1） 0 （1） 

自立訓練(生活訓練) ４ （３） 4 （４） 5 （４） 

就労移行支援 １５ （３０） 23 （３６） 28 （３８） 

就労継続支援(Ａ型) ４４ （３４） 50 （４０） 49 （４２） 

就労継続支援(Ｂ型) １５６ （１２５） 180 （１６０） 183 （１７０） 

就労定着支援 ４ （６） 7 （9） 8 （１０） 

療養介護 １４ （15） 14 （1６） 14 （16） 

地域活動支援センター ４０ （40） ４０ （50） ４０ （60） 

       全  体 ４３４ （４１４） ４７８ （476） ４８５ （５０１） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 ※令和５年度の見込数は、令和５年６月を基準月として算出 

※サービスの内容については１６ページを参照 

※日中活動系ｻｰﾋﾞｽ利用者の全体像の整理のため、地域活動支援ｾﾝﾀｰを含め、短期入所を除く。 

③-2 日中活動系サービス量の見込≪月間≫                 

日中活動系サービスの利用量は、就労継続支援 B型と短期入所が特に増加しています。 

  （単位：人日／月）  

サービス体系 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 3,342 （3,360） 3,459 （3,360） 3,335 （3,360） 

自立訓練(機能訓練) ０ （３０） 0 （３０） 0 （３０） 

自立訓練(生活訓練) ３５ （６６） 40 （８８） 38 （８８） 

就労移行支援 ２５４ （６１２） 342 （６４８） 428 （６８４） 

就労継続支援(Ａ型) ８４８ （７６０） 979 （８００） 970 （８４０） 

就労継続支援(Ｂ型) 2,822 （2,700） 3,233 （2,880） 3,259 （3,060） 

就労定着支援 ４ （８） 7 （9） 8 （１０） 

療養介護 ４３４ （４６５） 434 （４９６） 420 （４９６） 

短期入所 １９８ （１８４） 234 （１９２） 269 （２００） 

全  体 7,937 （8,185） 8,728 （8,503） 8,727 （8,768） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 ※令和５年度の見込数は、令和５年６月を基準月として算出 

※サービスの内容については１６ページを参照 

※人日／月とは、1か月あたりの利用見込み日数を、人数に乗じた数値。 
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④ 相談支援の見込                         

相談支援の利用実績は、各年度を通じて増加傾向で推移しています。 

      （単位：人分）  

サービス体系 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 ４９７ （４５０） ６００ （４６０） ６２８ （４７０） 

地域移行支援 １ （5） 1 （5） 0 （5） 

地域定着支援 ０ （3） 0 （3） 0 （3） 

全  体 498 （458） 601 （468） 628 （478） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込み数は、令和５年 6月を基準月として算出 

※サービスの内容については１８ページを参照 
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（６）地域生活支援事業 

① 地域生活支援事業の実施状況                      

地域生活支援事業の利用実績は、各年度を通じて概ね見込どおりに推移していますが、移

動支援事業は、利用数の変動がみられます。 

  

事  業  名 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施 

箇所数 
利用件数 

実施 

箇所数 
利用件数 

実施 

箇所数 
利用件数 

(1)相談支援事業    

 

①相談支援事業    

 

ア）障がい者相談支援事

業 

３か所 

（3か所） 
― 

3か所 

（3か所） 
― 

3か所 

（3か所） 
― 

イ）地域自立支援協議会 
１か所 

（１か所） 
― 

１か所 

（１か所） 
― 

１か所 

（１か所） 
― 

②市町村相談支援機能強化

事業 

１か所 

（１か所） 
― 

１か所 

（１か所） 
― 

１か所 

（１か所） 
― 

③住宅入居等支援事業 
１か所 

（１か所） 
― 

１か所 

（１か所） 
― 

１か所 

（１か所） 
― 

④成年後見制度利用支援事

業 
― 

3人 

（2人） 
― 

3人 

（3人） 
― 

 3人 

（4人） 

(2)意思疎通支援事業 
 ３６人  

（８０人） 

270人  

（８０人） 

５０人  

（８０人） 

(3)日常生活用具給付等事業 
    ※給付等見込件数 

   

 

①介護・訓練支援用具 
      ３件  

（５件） 

      5件  

（５件） 

     １件  

（５件） 

②自立生活支援用具 
    １１件  

（２０件） 

    8件  

（２０件） 

    8件  

（２０件） 

③在宅療養等支援用具 
    ２０件  

（１８件） 

    10件  

 （１９件） 

    4件  

（２０件） 

④情報・意思疎通支援用具 
   ７ 件  

（1６件） 

    4件  

（1７件） 

    16件  

（1８件） 

⑤排泄管理支援用具 
    1,633件 

（1,400件） 

    1,743件 

（1,410件） 

   １６２９件 

（1,420件） 

⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

       １件  

（5件） 

       1件  

（6件） 

       1件  

（7件） 
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事  業  名 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施 

箇所数 
利用件数 

実施 

箇所数 
利用件数 

実施 

箇所数 
利用件数 

(4)移動支援事業 

 ３３か所 

（50か所） 

  １７２人 

（200人） 

 32か所 

（50か所） 

  126人 

（210人） 

 28か所 

（50か所） 

  128人 

（220人） 

延べ 7,052時間 

（延べ10,500時間） 

延べ 6995時間 

（延べ11,000時間） 

延べ 8059時間 

（延べ11,500時間） 

(5)地域活動支援センター事業    

 

①基礎的事業 
4か所 

（4か所） 

40人 

（40人） 

4か所 

（５か所） 

40人 

（50人） 

4か所 

（5か所） 

40人 

（60人） 

②機能強化事業 
4か所 

（4か所） 
― 

4か所 

（5か所） 
― 

4か所 

（5か所） 
― 

(6)その他事業    

 

①日中一時支援事業 ― 
１件  

（15件） 
― 

2件  

（15件） 
― 

1件  

（15件） 

②訪問入浴サービス事業 ― 
１件  

 （3件） 
― 

1件  

（3件） 
― 

1件  

（3件） 

③生活サポート事業 ― 
０件  

（1件） 
― 

0件  

（1件） 
― 

0件  

（1件） 

④更生訓練費給付事業 ― 
0件  

（3件） 
― 

0件  

（3件） 
― 

0件  

（3件） 

⑤自動車運転免許取得 

・改造助成事業 
― 

１件  

（3件） 
― 

1件  

（3件） 
― 

0件  

（3件） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込み数は、令和５年４～6月実績を基に算出 

※サービスの内容については１９ページを参照 

  



10 

 

 ２ 第７期計画の成果目標の設定                      

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

① 施設入所者の地域生活への移行数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和4年度の 

全入所者数 

 67人 人 ※令和５年３月 31日の施設入所者数 

【目標値】 

地域生活移行者数 

 ４人  
※上記のうち、令和８年度末時点の施設入所から

グループホーム等へ地域移行する入所者数（割

合については地域生活移行者数を全入所者数

で除したもの） 

※国の目標値は６％ 

※北海道からの目標値はまだ示されおりません） 

 ６％  

 

 

② 施設入所者の減少見込数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和4年度の 

全入所者数（Ａ） 

67 人  ※令和５年３月 31日の施設入所者数 

令和８年度 

全入所者数（Ｂ） 
6４ 人  ※令和８年度末時点の施設入所者数を見込む 

【目標値】 

削減見込（Ａ－Ｂ） 

３ 人  
※差引減少見込み数 

※割合については削減見込人数を全入所者(Ａ)で

除したもの 

※国の目標値は５％ 

※北海道からの目標値はまだ示されておりません 
５ ％  
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（２）福祉施設（福祉的就労事業所）から一般就労への移行 

 

① 一般就労移行者数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和３年度の 

一般就労移行者数 

 ６ 人  
※令和3年度において福祉施設を退所し、一般 

就労した者の数 

【目標値】 

９ 人  ※令和８年度において福祉施設を退所し、一般 

就労する者の見込数 

※北海道からの目標値は1.28倍以上  １．５ 倍  

 

 

② 就労移行支援事業からの一般就労移行者数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和３年度の 

一般就労移行者数 

５ 人  
※令和3年度において就労移行支援事業所を退所

し、一般就労した者の数 

【目標値】 

７ 人  ※令和８年度において福祉施設を退所し、一般 

就労する者の見込数 

※北海道からの目標値は1.３１倍以上 1.31 倍  

 

 

③ 就労継続支援 A型事業所からの一般就労移行者数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和３年度の 

一般就労移行者数 

 ０ 人  
※令和3年度において福祉施設を退所し、一般 

就労した者の数 

【目標値】 

 １ 人 

 ※令和８年度において福祉施設を退所し、一般 

就労する者の見込数 

※北海道からの目標値は1.29倍以上 
１．２９倍  
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④ 就労継続支援 B型事業所からの就労移行者数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和３年度の 

一般就労移行者数 

 １ 人  
※令和3年度において福祉施設を退所し、一般 

就労した者の数 

【目標値】 

１ 人  ※令和８年度において福祉施設を退所し、一般 

就労する者の見込数 

※北海道からの目標値は1.28倍以上 １．２８ 倍  

 

 

⑤ 就労定着事業利用者数 

項 目 数 値 備    考 

【基準値】 

令和３年度の 

就労定着事業 

利用者数 

 ４ 人  
※令和3年度において福祉施設を退所し、一般 

就労した者の数 

【目標値】 

６ 人  ※令和８年度において福祉施設を退所し、一般 

就労する者の見込数 

※北海道からの目標値は1.41倍以上 １．４１ 倍  
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 ３ 第７期障がい福祉計画の重点施策                                              

障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、緊急時の対応や施設から

の地域移行を支援、地域生活継続の支援、就労支援などのサービスの提供体制を整え、

障がいのある人を地域全体で支えるしくみとして地域生活支援拠点等の整備を進め

ます。また、地域における障がい者の支援体制の整備を図るため、強度行動障がいを

有する方の支援の方策、精神障がいのある人に対応した地域包括ケアシステムの構

築、基幹相談支援センターの設置等による相談支援体制の充実・強化について検討し

ていきます。さらに、将来にわたって安定的に障害福祉サービス等を提供し、事業を

実施していくために、提供体制と人材の確保に努めます。 

（１）地域生活支援拠点等の整備数 

① 障がいのある人の高齢化や重度化、８０５０問題への対応を見すえ、地域全体で支

える中核としての役割を担う体制を整備します。 

項 目 数 値 備    考 

【目 標 値】 １か所  
※令和８年度末時点における地域生活支援拠点等

の整備予定数 

 

② 地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた検証及び検討を行います。 

区  分 令和４年度 
＜参考値＞ 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

検討の場の実施 

回数 
３回  １回以上 １回以上 １回以上 

 

（２）各種研修への参加の支援 

① 北海道が実施する研修等への参加を支援します。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

支援した研修等の回数 １６ 回   ２０ 回  ２０ 回  ２０ 回 
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（３）基幹相談支援センターの整備数 

① 相談支援体制の充実・強化を図るため基幹相談支援センターの整備に向けた検討

をしていきます。 

項 目 数 値 備    考 

【目 標 値】 １か所  
※令和８年度末時点における基幹相談支援センタ

ーの整備予定数 

 

 ４ サービス必要量の見込                        

在宅生活で必要なサービスについて、自立した生活を心身ともに豊かにおくれるよう、

在宅でのサービスを推進します。具体的なサービスとしては、次に掲げる障害者総合支

援法の「指定障害福祉サービス」や「地域生活支援事業」において提供されるサービス

となります。 

 

（１）指定障害福祉サービス 

① 「指定障害福祉サービス」の充実と利用促進（居住系） 

■自立生活援助 
一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居宅訪問や随時の対応により必

要な支援を行います。 

■共同生活援助（グループホーム） 
共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。 

■施設入所支援 
施設入所者に、入浴や排せつ、食事の介護などを提供します。 

① 居住系サービス量の見込                               （単位：人分）               

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 0  １ １ １ 

共同生活援助 148 167 177 187 

施設入所支援 67 66 65 ６４ 

全  体 215 23４ ２４３ ２５２ 

※過去３年の変化率の平均をもとに算出。施設入所支援は、その値に施設待機者数を加える。 
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②  「指定障害福祉サービス」の充実と利用促進（訪問系） 

■居宅介護（ホームヘルプ） 
自宅で、入浴、排せつ、食事の介護などを行います。 

■重度訪問介護 
重度の肢体不自由のある人又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより、行動上著し

い困難を有する人で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時に
おける移動支援などを総合的に行います。 

■行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援や

外出支援を行います。 

■重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護など複数のサービスを包括的に行います。 

■同行援護 
視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を

含む）、移動の援護などの外出支援を行います。 

②－１ 訪問系サービス量の見込                            （単位：人数） 

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 １０６ １２８ １４０ １５４ 

重度訪問介護 ４ ５ ５ ６ 

行動援護 ４３ ６２ ７４   89 

重度障害者等包括支援 ０ １ １ １ 

同行援護  ５ ６ ６ ７ 

全  体 15８ 202 226 257 

※過去３年の変化率の平均をもとに算出。 

②－２ 訪問系サービス量の見込                          （単位：時間／月）  

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 2,472 3,107 3,484 3,906 

重度訪問介護 1,373 1,481 1,481 1,597 

行動援護 885 974 1,022 1,072 

重度障害者等包括支援 ０ ２３３ ２３３ ２３３ 

同行援護  37 ４４ ４４ ５１ 

全  体 4,76７ 5,839 6,264 6,859 

※過去３年の変化率の平均をもとに算出。行動援護と同行援護はコロナにより変化率の高かった令和 1

年度を除く。 
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③ 「指定障害福祉サービス」の充実と利用促進（日中活動系） 

■生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護などを行うとともに、創作的活

動または生産活動の機会を提供します。 

■自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上の

ために必要な訓練を行います 

■就労選択支援（新設） 
  障がい者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法
を活用して、本人の希望、就労能力や適性にあった選択を支援する新たなサービスです。 

■就労移行支援 
一般企業などへの就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練を行います。 

■就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のため

に必要な訓練などを行います。雇用契約を結ぶＡ型と、雇用契約を結ばないＢ型があります。 

■療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日

常生活の支援を行います。 

■短期入所（ショートステイ） 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の

介護などを行います。 

■就労定着支援 
一般就労へ移行した障がいのある人に、就労に伴う生活面の課題に対し､就労の継続を図る

ために企業・自宅などへの訪問や障がいのある人の来所により必要な連絡調整や指導・助言な
どを行います。 
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③-1 日中活動系サービス量の見込み≪全体≫                    （単位：人分）  

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 160 164 166 168 

自立訓練(機能訓練) 0 0 0 0 

自立訓練(生活訓練) 4 5 5 6 

就労選択支援（新設） － 19 １９ １９ 

就労移行支援 23 28 31 34 

就労継続支援(Ａ型) 50 65 74 84 

就労継続支援(Ｂ型) 180 230 259 293 

就労定着支援 7 8 8 9 

療養介護 14 13 13 13 

地域活動支援ｾﾝﾀｰ ４０ ４０ ４０ ４０ 

       全  体 478 572 615 666 

※過去３年の変化率の平均をもとに算出。就労移行支援はコロナにより変化率の高かった令和 1 年度

を除く。 

※毎日の日中活動系サービス利用者の全体像を整理するため、地域活動支援センターを含め、短
期入所を除く。 

※就労選択支援は令和 6年 4月以降の新規サービス。開始は改正総合支援法公布後、３年以内の
政令で定める日からとなっています。基本指針により人数の見込のみ算出。 

 
 

③-2 日中活動系サービス量の見込み≪月間≫                 （単位：人日／月）  

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 3,459 3,542 3,585 3,628 

自立訓練(機能訓練) 0 0 0 0 

自立訓練(生活訓練) 40 ５０ ５０ ６０ 

就労移行支援 342 ４１７ ４６１ ５０６ 

就労継続支援(Ａ型) 979 1,267 1,443 1,638 

就労継続支援(Ｂ型) 3,233 4,117 4,636 5,244 

就労定着支援 ７ 8 8 9 

療養介護 434 403 ４０３ ４０３ 

短期入所 234 ３２６ ３８３ ４５４ 

全  体 8,728 10,130 10,969 11,942 

※人日／月とは、1か月あたりの利用見込み日数を、人数に乗じた数値。 
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④ 「相談支援」の充実と利用促進 

■計画相談支援 
障害福祉サービスなどの申請に係る支給決定前に、サービス等利用計画案を作成し、支給決

定後に、サービス事業所などとの連絡調整などを行うとともに、サービス等利用計画の作成を
行います。利用開始後は支給決定されたサービスなどの利用状況の検証（モニタリング）を行い、
サービス事業所などとの連絡調整などを行います。 

■地域移行支援 
障害者支援施設または精神科病院に入所・入院する障がいのある人が、退所・退院し、地域生

活へ移行する際に必要な相談支援をします。 

■地域定着支援 
居宅において単身で生活している障がいのある人などを対象に常時の連絡体制を確保し、緊

急時には必要な支援を行います。 

 

 

 

④―１ 相談支援の見込                            （単位：人分） ※実人数 

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 196 204 209 213 

地域移行支援 1 ３ ３ ３ 

地域定着支援       ０ １ １ １ 

全  体 １９７ ２０８ ２１３ ２１７ 

※過去 3年間の変化率の平均により算出。 

 

④―2 相談支援の見込                            （単位：人分） ※延人数 

サービス体系 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 600 624 639 651 

地域移行支援 1 ３ ３ ３ 

地域定着支援       ０ １ １ １ 

全  体 601 628 643 655 

※過去 3年間の変化率の平均により算出。 
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（２）地域生活支援事業 

「地域生活支援事業」の充実と利用促進 

■相談支援事業 
障がいのある人やその家族などからの相談に応じ、必要な情報の提供、権利擁護のために必

要な援助を行います。 

■意思疎通支援事業 
聴覚障がいのある人などのための意志疎通を仲介するための支援で、手話通訳者派遣事業・

要約筆記者派遣事業・手話通訳者設置事業に区分されます。 

■日常生活用具給付等事業 
障がいに応じて必要な様々な日常生活用具（特殊寝台、入浴補助用具、住宅改修、ストーマ用

装具、点字器、歩行補助つえなど）を給付します。 

■移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人に、社会参加のための支援を行います。 

■地域活動支援センター事業 
創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流促進等の便宜を供与します。 

■その他事業 
市町村が地域状況を踏まえ必要に応じ任意に実施する事業です。石狩市で実施する事業は以

下のとおりです。 

●日中一時支援事業 
日中において監護者がおらず、一時的に見守り等が必要な障がい児（者）を適切な場所で預

かり、支援を行います。 

●訪問入浴サービス事業  
入浴が困難な在宅の身体障がいのある人の居宅を特殊車輌で訪問して入浴の介護を行い、

身体の清潔保持、心身機能の維持を図ります。 

●自動車運転免許取得･改造助成事業 
身体障がいのある人が就労などのため自動車運転免許を取得する場合の費用の一部助成

と重度の身体障がいのある人が就労等に伴い自ら所有し運転する自動車の操向装置などを
改造した場合の費用の一部助成を行い、社会復帰の促進を図ります。 
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地域生活支援事業の見込 

事  業  名 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施見込

箇所数 

利用見

込件数 

実施見込

箇所数 

利用見

込件数 

実施見込

箇所数 

利用見

込件数 

(1)相談支援事業    

 

①相談支援事業    

 

ア）障がい者相談支援事

業 
４か所 ― ４か所 ― ４か所 ― 

イ）地域自立支援協議会 1か所 ― 1か所 ― 1か所 ― 

②市町村相談支援機能強化

事業 
1か所 ― 1か所 ― 1か所 ― 

③住宅入居等支援事業 1か所 ― 1か所 ― 1か所 ― 

④成年後見制度利用支援事

業 
―  ４人 ―  ５人 ―  ６人 

(2)意思疎通支援事業 ５０人 50人 ５０人 

(3)日常生活用具給付等事業 
    ※給付等見込件数 

 

 
  

 ① 介護・訓練支援用具            ３件 ３件 ３件 

 ②自立生活支援用具          １３件           １３件 １３件 

 ③在宅療養等支援用具         １５件          15件 15件 

 ④情報・意思疎通支援用具          10件           10件 10件 

 ⑤排泄管理支援用具     1,794件      1,820件 1,845件 

 
⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
        1件            1件 1件 

(4)移動支援事業 
30か所  130人 ３０か所  132人 ３０か所  134人 

延べ 9,425時間 延べ 9,570時間 延べ 9,715時間 

(5)地域活動支援センター事業    

 
①基礎的事業 4か所 40人  ４か所  ４０ 人  ４か所   ４０人 

②機能強化事業 4か所 ―  ４か所 ―  ４か所 ― 
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事  業  名 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施見込

箇所数 

利用見

込件数 

実施見込

箇所数 

利用見

込件数 

実施見込

箇所数 

利用見

込件数 

(6)その他事業    

 

①日中一時支援事業 ― 2件 ― 2件 ― 2件 

②訪問入浴サービス事業 ― 1件 ― 1件 ― 1件 

③生活サポート事業 ― １件 ― １件 ― １件 

④更生訓練費給付事業 ― １件 ―   １件 ― １件 

⑤自動車運転免許取得 

・改造助成事業 
― 1件 ― 1件 ― 1件 

※（３）⑤、（４）は過去３年の変化率の平均により算出。他は実績より算出。 

 ５ 見込量確保の方策                        

障害福祉サービスなど、必要な人が利用できるよう見込量の把握に努めるとともに、相談

支援に係るニーズ把握に努めます。特に、計画相談支援、共同生活援助や短期入所などの需

要増が見込まれますので、事業所の設置を促進するとともに、利用者の求めに応じたサービ

スが提供できるように努めます。 

 地域生活支援事業については、必要な事業を継続して実施するとともに、地域の障がいの

ある人の実情に合わせた事業実施に努めます。 
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第２期障がい児福祉計画の改定について 

 １ 第２期障がい児福祉計画の達成状況                      

（１）市町村中核子ども発達支援センターの設置 

令和５年８月時点において、児童発達支援センターについては未設置ですが、令和５

年度末までに設置する予定となっています。 

①  市町村中核子ども発達支援センターの設置 

項 目 数 値 備    考 

【目標値】 1か所 ※令和５年度末時点の施設数 

【達成状況】 1か所 ※令和５年度末の見込数 

（２）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービスの確保 

重症心身障がい児を支援する事業所について、それぞれ１か所の実績となる見込み

です。 

① 児童発達支援事業所の確保 

項 目 数 値 備    考 

【目標値】 1か所 ※令和５年度末時点の施設数 

【達成状況】 1か所 ※令和５年度末の見込数 

 

② 放課後等デイサービスの確保 

項 目 数 値 備    考 

【目標値】 1か所 ※令和５年度末時点の施設数 

【達成状況】 1か所 ※令和５年度末の見込数 
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（３）医療的ケア児支援のための関係機関における協議の場の設置 

医療的ケア児支援のための保健・医療・福祉・保育・教育などの関連機関などが連

携を図るための協議の場については、令和５年度５月に設置されました。 

項  目 数 値 摘  要 

【目標値】 1か所 ※令和５年度末時点の設置数 

【達成状況】 １か所 ※令和５年度末の設置見込数 

 

（４）児童発達支援 

児童発達支援の利用実績は、見込量を大きく上回っています。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 

（人／月） 

１２７人  

（７０人） 

156人  

（７０人） 

118人  

（７０人） 

利用量 

（人日／月） 

1,062人日  

（５６０人日） 

1,272人日  

（５６０人日） 

1,131人日  

（５６０人日） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込みは、令和５年 6月を基準月として算出 

 

（５）医療型児童発達支援 

医療型児童発達支援の利用実績は、横ばいで推移しています。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 

（人／月） 

１人  

（3人） 

1人  

（3人） 

1人  

（3人） 

利用量 

（人日／月） 

２人日  

（60人日） 

1人日  

（60人日） 

3人日  

（60人日） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込みは、令和５年 6月を基準月として算出 
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（６）放課後等デイサービス 

放課後等デイサービスの利用実績は、見込量を大きく上回っています。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 

（人／月） 

１９６人  

（１７０人） 

218人  

（１７０人） 

243人  

（１７０人） 

利用量 

（人日／月） 

2,589人日  

（2,550人日） 

2,956人日  

（2,890人日） 

3,089人日  

（3,230人日） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込みは、令和５年 6月を基準月として算出 

 

 

（７）保育所等訪問支援 

保育所等訪問支援の利用実績はありませんでした。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 

（人／月） 

０人  

（5人） 

0人  

（5人） 

0人  

（5人） 

利用量 

（人日／月） 

 ０人日  

（10人日） 

0人日  

（10人日） 

0人日  

（10人日） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込みは、令和５年 6月を基準月として算出 

 

（８）居宅訪問型児童発達支援 

居宅訪問型児童発達支援の利用実績はありませんでした。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 

（人／月） 

０人  

（1人） 

0人  

（1人） 

0人  

（1人） 

利用量 

（人日／月） 

０人日  

（1人日） 

0人日  

（1人日） 

0人日  

（1人日） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込みは、令和５年 6月を基準月として算出 

 



25 

 

（９）障害児相談支援 

障害児相談支援の利用実績は、見込みを大きく上回っています。   （実人数） 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 

（人） 

２４１人  

（１９０人） 

310人  

（１９５人） 

３０９人  

（２００人） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

※令和５年度の見込は、令和 4年度実績を参考に算出 

 

 

（１０）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

の設置 

医療的ケア児に係るコーディネーターの役割や必要性について関係機関で協議を

しておりますが、まだ配置はされていません。第３期計画においても引き続き、配置

に向けて取り組んでいきます。 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

配置数（人） 
０人  

（２人） 

０人  

（２人） 

０人  

（２人） 

※（ ）内の数値は計画策定時の見込数 

 

 ２ 第３期障がい児福祉計画の重点施策                          
 

・児童発達支援センターと同等の機能を有する市町村中核子ども発達支援センターを

設置し、障害児通所事業所等と連携を図り、地域支援体制の構築を図っていきます。 

・障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進していく観点から、 

 保育所等訪問支援等を活用し、認定こども園等の育ちの場において連携・協力しな

がら支援を行う体制構築を推進します。 

    ・医療的ケア児に対する支援体制の充実のため、医療的ケア児に関するコーディネー

ターを配置し、医療的ケア児等が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、

総合的かつ包括的な支援につなげるとともに、協議の場への参画、課題の整理等を

行います。 
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 ３ 第３期障がい児福祉計画の成果目標の設定                      

（１）市町村中核子ども発達支援センターの設置 

児童発達支援センターと同等の機能を有する市町村中核子ども発達支援センター

として整備体制を維持します。 

① 市町村中核子ども発達支援センターの設置 

項 目 数 値 備    考 

現在の設置数 1か所 ※令和５年８月１日の施設数 

【目標値】 1か所 ※令和８年度末時点の施設数 

    

 

（２）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービスの確保 

重症心身障がい児を支援する事業所をそれぞれ１か所以上確保する体制を維持し

ます。 

 

① 児童発達支援事業所の確保 

項 目 数 値 備    考 

現在の事業所数 1か所 ※令和５年８月１日の施設数 

【目標値】 1か所 ※令和８年度末時点の施設数 

 

② 放課後等デイサービスの確保 

項 目 数 値 備    考 

現在の事業所数 1か所 ※令和５年８月１日の施設数 

【目標値】 1か所 ※令和８年度末時点の施設数 
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（３）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

保健、医療、障がい福祉、保育、教育などの関連機関が連携を図るための協議の場

や体制を維持します。 

項  目 数 値 摘  要 

現在の設置数 １か所 ※令和５年８月１日の設置数 

【目標値】 1か所 ※令和８年度末時点の設置数 

 

 

（４）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

の設置 

人工呼吸器を装着しているなど、日常生活を営むために医療を必要とする障がいの

ある子ども（医療的ケア児）が地域で安心して暮らしていけるよう、医療的ケア児に

対する支援が適切に行える人材を配置します。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

配置人数 

（人） 
０人 １人 １人 １人 
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  サービス必要量の見込                      

（１）児童発達支援 

就学前の障がいのある子どもに対し、日常生活における基本的な動作の指導や知識

技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行います。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
156人 １８４人 ２１２人 ２４０人 

利用量 

（人日／月） 
1,272人日 1,508人日 1,738人日 1,968人日 

※人日／月とは、1か月あたりの利用見込み日数を、人数に乗じた数値。 

※変化率の大きい年度があるため過去３年の人数推移の平均により算出 

（２）医療型児童発達支援 

就学前の障がいのある子どもに対し、日常生活における基本的な動作の指導や知識

技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援及び医療的ケアを行います。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
1人 1人 1人 1人 

利用量 

（人日／月） 
1人日 1人日 1人日 1人日 

（３）放課後等デイサービス 

就学している障がいのある子どもに対し、放課後や長期休業期間などに生活能力向

上のための必要な訓練や社会との交流促進などの支援を行います。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
218人 255人 276人 299人 

利用量 

（人日／月） 
2,956人日 3,468人日 3,735人日 4,066人日 

※過去３年の変化率の平均により算出  

※人日／月とは、1か月あたりの利用見込み日数を、人数に乗じた数値。 
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（４）保育所等訪問支援 

保育所などを訪問し、障がいのある子どもに対して、保育所などにおける集団生活

に適応するための専門的な支援を行います。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
    0人 １人 １人 ２人 

利用量 

（人日／月） 
0人日 ２人日 ２人日 ４人日 

※人日／月とは、1か月あたりの利用見込み日数を、人数に乗じた数値。 

 

（５）居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がいにより外出が著しく困難な障がいのある子どもに対し、居宅を訪問し、

日常生活における基本的な動作の指導や知識技能の付与などの支援を行います。 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人／月） 
0人 1人 1人 1人 

利用量 

（人日／月） 
0人日 1人日 1人日 1人日 

※人日／月とは、1か月あたりの利用見込み日数を、人数に乗じた数値。 
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（６）障害児相談支援 

障がいのある子どもが児童発達支援や放課後等デイサービスなどの障害児通所支

援を利用するにあたり、障害児支援利用計画を作成します。利用開始後は一定の期間

ごとにモニタリングなどの支援を行います。            

 （実人数） 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人） 
310人 ３４２人 ３７４人 ４０６人 

※変化率の大きい年度があるため過去３年の人数推移の平均により算出 

 

 （延人数） 

区  分 
令和４年度 

＜参考値＞ 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数 

（人） 
681人 750人 820人 ９９０人 

※過去３年の人数推移の平均により算出 

 

 

 

 ４ 見込量確保の方策                        

児童発達支援及び放課後等デイサービスについては需要増が見込まれるため、関係機関と

連携し、サービス提供事業所の確保やサービスの充実に努めます。保育所等訪問支援は、

利用ニーズを的確に把握し、利用者の求めに応じたサービスが提供できるよう関係機関と

の連携を図ります。障害児相談支援も需要増が見込まれますので、相談事業所の設置を促

進するとともに、利用者に対する適切な支援の実施に努めます。 

 

 

 


